
＜１　事業の見直しについて＞　

（１）見直し理由

＜５　埼玉県内市町村の実施状況について＞　

埼玉県内市町村の子育て支援医療費助成事業実施状況（Ｈ２６．４現在） 子育て対象年齢の内訳　（※県の基準は、入通院ともに就学前）

※１　・志木市、和光市、松伏町については、小中学生のみ税金等の完納要件あり。

　　　・川口市は小中学生について、所得制限を平成26年10月廃止予定。

　　　　ただし、税金等の完納要件は引き続き実施。

※２　飯能市については、中学生のみ自己負担あり。（1か月　3,000円）

　　　なお、小学生の自己負担金を平成26年7月に廃止。中学生についても、平成27年度廃止予定。

＜６　政令指定都市の実施状況について＞　 ※

政令指定都市の子育て支援医療費助成事業実施状況（Ｈ２６．８現在）
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○ ○ ○ 児童手当 ○ ○ ×

○ ○ ○ 旧児童手当 ○ × ×

○ ○ ○ ○ -

○ ○ ○ ○ ○ ×

※平成２６年度は決算見込み、平成２７年度は当初要求額、平成２８年度以降は推計。 ○ ○ ○ 1歳以上　旧児童手当 ○ -

○ ○ ○ 1歳以上　児童手当 ○ -

○ ○ ○ 1歳以上　旧児童手当 ○ -

○ ○ ○ ○ × ×

○ ○ ○ ○ × ×

（開始時）　0歳児の入通院 （平成13年5月～）　さいたま市誕生　0歳～3歳児の入通院 ○ ○ ○ ○ × ×

（平成6年1月～）　０歳児の入通院、1・2歳児の入院　 ○ ○ ○ ○ -

（平成14年1月～）　0歳～3歳児の入通院、4歳児～就学前の入院 （平成14年1月～）　0歳～就学前の入通院 ○ ○ ○ ○ × △※

（平成16年10月～）　0歳～4歳児の入通院、5歳児～就学前の入院 ○ ○ ○ 3歳以上　旧児童手当 ○ × ×

（平成20年1月～）　0歳～就学前の入通院 （平成20年4月～）　0歳～中学校卒業前の入院、0歳～就学前の通院 ○ ○ ○ ○ × ×

（平成21年10月～）　0歳～中学校卒業前の入通院 ○ ○ ○ 1歳以上　旧児童手当 ○ × 〇

（開始時～）　なし （開始時～）　なし ○ ○ ○ ○ -

（平成14年1月～）　児童手当特例給付「扶養親族等2人の額」 （平成14年1月～）　児童手当特例給付「扶養親族等2人の額」 ○ ○ ○ 旧児童手当 ○ × ×

（平成18年4月～）　所得制限緩和　年収　約817万円（所得616万円） ○ ○ ○ 3歳以上　児童手当 ○ × ×

（平成24年6月～）　所得制限緩和　年収　約917万円（所得706万円） （平成20年4月～）なし ○ ○ ○ ○ -

（開始時～）　なし （平成13年5月～）なし ○ ○ ○ ○ × ×

（平成14年1月～）　左に同じ、ただし、4歳～小学校就学前に適用 ※　新潟市・・・子ども３人以上いる世帯については高校まで 　　　　 ※ ３歳未満は調剤自己負担なし。３歳以上は調剤自己負担あり。

（平成15年4月～）なし　 　　広島市・・・発達障害の小１・小２も対象

平成26年11月11日

○　主に、社会保障に要する費用が含まれる民生費は、平成２１年度から平成２５年度では、約３９６億円、率にして約３４％増加し、子ども・
　　 子育て関係の費用が含まれる児童福祉費は、平成２１年度から平成２５年度では、約２０１億円、率にして４９％増加している。
○　本事業においても、医療機関での窓口負担がなくなり、医療機関にかかりやすい環境が整ったことに伴い、１人当たり医療費や支給件
     数が増加し、今後も増加が見込まれ、児童福祉費に占める割合も増えている。
○　今後の少子高齢化のさらなる進展を踏まえ、本市においても社会保障の機能の充実と給付の重点化、及び制度の効率化とを同時に行
     い、負担の増大を抑制しつつ、持続可能な制度を実現する必要がある。
○　限られた財源の中で、子育て支援策や少子化対策への財源を確保する必要がある。

（平成14年1月～）　入院1,200円／日、通院1,000円／月　市民税非課
税者免除

（平成18年1月～）扶養親族等の人数に応じた限度額（3人以上養育所得制限適用外）
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（２）支給状況（扶助費）　　※本事業の歳出のうち、９９％以上を扶助費が占めている。
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所得制限・自己負担金ともになし…
　さいたま市・名古屋市・岡山市・福岡市の４市
（かつ入通院とも中学生まで…さいたま市・名古屋市の２市）
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＜入通院＞未就学児　初診時580円（歯科510円）

＜入院＞就学後500円　　＜通院＞３歳以上　初診時500円

＜入院＞300円　　＜通院＞小３まで300円、小４から500円

1医療機関ごとに1日当たり500円（上限等あり）

1医療機関ごとに1日当たり500円（上限等あり）

＜入院＞なし　　＜通院＞３歳以上　500円（上限２回）

医科　３歳以上　1医療機関500円、歯科　５歳以上　1医療機関500円

＜入院＞なし　　＜通院＞医療機関ごと初診時500円

＜入院＞1か月1医療機関あたり200円
＜通院＞3歳未満　1か月1医療機関あたり200円　3歳以上　1か月3000円

＜２ 子育て支援医療費助成事業＞   H20. 4. 1  入院の対象拡大（就学前⇒中学校卒業）、所得制限廃止   H21.10.1  通院の対象拡大（就学前⇒中学校卒業） 

（１）制度概要  

   対象者：市内に住所を有する、０歳から中学校卒業前までの乳幼児・児童。 ※所得制限なし 

   助成内容：保険診療一部負担金の全額及び入院時食事療養標準負担額の２分の１（平成２７年１月診療分から廃止） ※自己負担金なし 

   目  的：子育てにかかる医療費を助成することで、乳幼児・児童の健やかな育成を図り、次代を担う子ども達を安心して 

        生み育てることのできる環境づくりを推進すること。 

   変 遷：旧来は福祉施策の「乳幼児医療費支給事業」として事業を実施していたが、平成２０年度より、「乳幼児医療費支給事業」を 

        「子育て支援医療費助成事業」に改め、少子化対策と子育て支援の一環へと施策を転換し本事業開始。 

 
 

＜４ 県基準と市制度の比較＞  

＜３ 制度改正の変遷＞  

子育て支援医療費助成事業の見直しについて 


